
項目
1-(1) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用時間 2,002 2,076 2,153 2,233

利用者数 111 115 119 124

利用時間 1,823 1,855 2,185 2,220 2,270

利用者数 113 107 119 115 122

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用時間 518 622 726 829

利用者数 5 6 7 8

利用時間 284 332 322 264 371

利用者数 2 4 3 2 3

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用時間 545 565 586 608

利用者数 42 44 46 48

利用時間 614 532 572 633 643

利用者数 45 41 43 46 51

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用者数 1 1 1 1

実績 利用者数 1 1 0 1 0
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第4期　障がい者福祉計画　事業評価シート

行動援護スコアが高く移動支援から変更する利用者も含め、利用
者数が増加傾向にある。しかしながら、専門のヘルパー人材の制
約などにより利用時間数はあまり増えていない。

生活介護や居宅介護により入浴サービスを利用される方が多く、
利用が少ない。

予測

予測

実績

実績

実績

日常生活を営むことが困難な身体障がい者、支援が必要な精神障が
い者、知的障がい者等にホームヘルパーを派遣し、入浴、排せつ、
家事援助、その他日常生活上の介護等を行います。

居宅介護
(ホームヘルプ

サービス)

各年度３月期

各年度３月期

各年度３月期

各年度３月期

重度訪問介護

行動援護

通所による入浴が困難な重度障がい者に対し、訪問入浴車を派遣し
在宅での入浴を行います。

知的障がいや精神障がいにより行動上著しい困難を有し常時介護が必要な障がい者
に対して、社会生活上、外出することが必要な場合において、ガイドヘルパーを派
遣し、外出先の手引き・案内を行い、障がい者が行動する際に生じる危険を回避す
るために必要な援護、外出時における移動中の介護を行います。

訪問入浴サービス

予測

常時介護を要する重度の肢体不自由者、知的障がい者、精神障がい
者に対して、入浴、排せつ、家事援助、その他日常生活上の介護等
を行うとともに、外出時における移動中の介護を総合的に行いま
す。

平成26年度にサービス等利用計画のマニュアルを作成し、利用
計画の作成を進めた結果利用が増えたが、その後微増傾向が続い
ている。

重度の障がい者向けで対象者が限られているサービスであり、対
象者は少ないが、今後とも一人あたりの支給量は多く利用数・時
間共に大きな変動はない。
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1-(2) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 4,155 4,340 4,617 4,801

利用者数 225 235 250 260

利用日数 3,750 3,965 4,347 4,461 4,683

利用者数 206 212 220 232 244

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用者数 12 12 13 13

実績 利用者数 10 12 11 12 13

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 48 48 48 48

利用者数 4 4 4 4

利用日数 48 40 82 51 61  

利用者数 4 3 4 4 4

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 136 136 306 306

利用者数 8 8 18 18

利用日数 78 136 88 40 81 　

利用者数 5 8 6 3 5 　

利用者が限られており、変動が少ない。

身体障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる
ように、身体機能又は生活機能の向上のために、施設等において理
学療法・作業療法・リハビリテーションなど生活等に関する相談及
び助言などの支援をします。

期間が限定されたサービス（原則：1年半）である。利用者数は
安定している。

知的障がい者や精神障がい者が地域において自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるように、生活能力の維持や向上のため
に、施設や居宅等において訓練や生活等に関する相談や助言などの
支援をします。

サービス提供体制の整備が予測より伸びず、サービス利用が伸び
ていない。

各年度３月期

各年度３月期

市内でサービス事業所が増加し、予測どおりのペースで利用者が
増加している。安定して平均19日の利用があり、家庭以外での
生活を送られている。

予測

生活介護
実績

自立訓練
（機能訓練）

実績

医療を要する常時介護障がい者に対して、主として昼間に、病院そ
の他施設において行われる機能訓練、療養、看護、日常生活の介護
等を行います。

予測

療養介護

各年度３月期

各年度３月期

常時介護を要する障がい者に対して、主として昼間に、障害者支援
施設その他施設に通い、入浴、排せつ、家事援助、その他日常生活
上の介護等のサービスを受けながら、各種創作活動や生産活動が行
えるよう支援します。

自立訓練
（生活訓練）

実績

予測

日

中

活

動

系

サ

ー

ビ

ス

2



平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 93 93 93 93

利用者数 3 3 3 3

利用日数 31 93 93 62 4

利用者数 1 3 3 2 1

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 613 683 946 1,016

利用者数 35 39 54 58

利用日数 407 481 432 328 388

利用者数 25 31 25 20 23

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 572 660 881 969

利用者数 26 30 40 44

利用日数 392 473 528 780 842  

利用者数 18 22 25 38 40

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 1,404 1,529 1,841 1,966

利用者数 90 98 118 126

利用日数 1,073 1,201 1,296 1,455 1,437

利用者数 70 77 82 88 85

知的障がい者や精神障がい者に対して一定期間、居住の場を提供
し、帰宅後に自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
うに、生活能力の維持や向上のための相談や助言との支援をしま
す。

退院後の社会復帰に向けた訓練であり、利用者数は限られてい
る。

通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者に対して、雇用契
約に基づく、就労の機会を提供するとともに、生産活動やその他の
活動機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を提供します。

市内及び近隣市にサービス提供事業所が増えたことから、利用実績が増
えてきている。

各年度３月期

各年度３月期

各年度３月期

予測

各年度３月期

サービス提供体制の整備が予測より伸びていないことに加え、就労移行
支援を経ずに就労継続支援A型の利用を望む方が増え、就労移行支援を
経て一般就労を目指す方が 減少したため、サービス利用が予測どおり
伸びていない。

通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者に対して、就労の
機会を提供するとともに、生産活動やその他の活動機会の提供を通
じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を提供
します。

市内にサービス提供事業所が増え、利用者が増加してきたが、平
成28年度は生活介護や就労継続支援Ａ型など他の日中系サービ
スの利用が増えた影響で増加が止まったと考えられる。

就労を希望する障がい者に対して、生産活動やその他の活動機会の
提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓
練を提供します。

就労継続支援
Ａ（雇用型）

実績

就労継続支援
Ｂ（非雇用型）

実績

宿泊型自立訓練
実績

就労移行支援
実績

予測

予測

予測
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 183 188 193 198

利用者数 36 37 38 39

利用日数 145 136 180 173 226

利用者数 30 31 35 39 43

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用者数 97 97 97 97

実績 利用者数 97 93 83 99 80

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 311 311 311 311

利用者数 85 85 85 85

利用日数 684 311 306 367 357

利用者数 141 85 81 100 98

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 1,711 1,711 1,711 1,711

利用者数 205 205 205 205

利用日数 1,303 1,439 1,403 1,298 1,179

利用者数 212 197 207 215 213

心身の発達に心配や不安がある在宅の障がい児等を、施設に通所さ
せ、日常生活における基本的な動作の指導や遊びを通じての運動能
力や言葉の基礎となる力の習得、集団生活への適応訓練等を提供し
ていきます。

対象児の年齢に制限があるので、子どもの出生数を考慮すると利
用者数・日数は安定してきている。

予測

放課後等デイサービスなどの利用により、利用が減少しているも
のの、緊急一時的な預かりなどのニーズは変わらない。

地域活動支援
センター

各年度３月期

各年度３月期

予測

介護者の病気、出産等により、一時的に家庭での介護が困難となっ
た場合、障がい者やその家族等の負担を軽減するため、在宅障がい
者が短期間施設を利用することにより、障がい者の一時保護を行い
ます。

家族の病気治療やレスパイトのため利用は増えている。背景に
は、本人と家族の高齢化があると考えられる。

市内にⅠ型、Ⅲ型の事業所が1か所ずつある。それぞれの支援セ
ンターでの利用体験を経て、スムーズな利用に至っている。

各年度３月期

各年度３月期

主に知的障がい者や障がい児に対して、一時的に介護困難な場合
や、通所施設等において短時間見守り、保護を行います。

予測

日中一時支援

短期入所
(ショートステイ )

実績

実績

障がい者の日中活動、社会参加、交流の場を確保するため、地域活
動支援センターの充実に努めます。

実績

児童発達支援
事業

日
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用日数 1,800 2,400 2,640 2,880

利用者数 150 200 220 240

利用日数 428 939 1,203 1,597 1,967

利用者数 59 100 129 152 182

学校通学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中に
おいて、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供する事によ
り、障がい児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所を提供
します。

市内及び近隣市町にサービス提供事業所が増え、必要量に即して
不足なくサービスを提供できている。中高生など幅広い年齢に対
応したサービス体制が整いつつあり、今後も利用が増えると考え
られる。

各年度３月期

放課後等
デイサービス

実績

予測

日

中

活

動
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1-(3) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用者数 41 44 65 68

実績 利用者数 2 2 42 42 43

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用者数 68 67 66 65

実績 利用者数 68 68 68 67 69

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

市内施設
利用者数

18 18 19 19

市外施設
利用者数

2 2 2 2

市内施設
利用者数

12 14 17 17 19

市外施設
利用者数

2 2 2 2 4

地域において共同生活を営むに支障のない障がい者に対して、主と
して夜間において、共同生活を営むべき住居において相談その他の
日常生活上の援助を行い、障がい者の自立生活を助長することを図
ります。
※Ｈ２６～ケアホームがグループホームに一元化

サービス提供体制の整備が予測より伸びていないことに加え、グ
ループホームから一人暮らしへの移行者もあり、サービス利用者
数が増えていない。

在宅での生活が困難な障がい者が施設において、主として夜間に、
入浴、排せつ、家事援助、その他日常生活上の介護等のサービスを
提供します。

予測

実績

居住の場の確保が困難な障がい者に対し、地域生活を維持するため
に、５年から１０年の中期的な入居施設として「福祉ホーム」によ
る住居の提供を図ることにより、緊急時における安心感を付与する
とともに、居宅サービスとの連携を図ることにより、生活環境の充
実を図ります。

福祉ホーム

各年度３月期

各年度３月期

各年度３月期

中途障がいによる期間限定の入所支援も含まれている。また、利
用者には重度や高齢の方が多く、地域移行が進みにくい。

市内に１ケ所有し、市外で３か所の利用がある。特段の変化はな
い。

施設入所支援

共同生活援助
（グループホーム）

居

住

系
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1-(4) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用時間 928 991 1,053 1,115

利用者数 94 101 107 113

利用時間 734 818 831 920 950

利用者数 73 88 85 82 100

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

利用時間 216 244 271 298

利用者数 16 18 20 22

利用時間 174 203 215 292 341

利用者数 13 14 17 21 22

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 2 2 2 2

実績 利用件数 2 0 0 0 0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 1 1 1 1

実績 利用件数 1 0 1 0 1

一般の交通機関の利用が困難な身体障がい者に対して、運転免許証
取得のための助成を行います。

平成25年度以降、利用申請者はない。

高齢者を中心にサービス利用が増えており、１人あたりの利用時
間も増えている。

一般の交通機関の利用が困難な身体障がい者に対して、就労等に伴
い、所有する自動車の改造に要した費用を助成します。

利用希望者からの申請に対し迅速な支給決定に務めた。

視覚障がいを有し行動上著しい困難がある障がい者が、社会生活
上、外出する場合において、代筆や代読、移動時における視覚的情
報の支援や援護、食事や排せつ等、外出時に必要な援助を行いま
す。

予測

予測

同行援護
実績

障がい者に対して、社会生活上、安心して外出することが必要な場合にお
いて、ガイドヘルパーを派遣し、外出先の手引き・案内を行い、行動する
際に生じる危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介
護を行い、社会参加の促進に努めます。

自動車改造費

運転免許取得

各年度実件数

各年度実件数

各年度３月期

各年度３月期

平成28年度から施設入所者も利用可能としたため、利用者数が
増えている。

移動支援
実績

移
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1-(5) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 210 210 210 210

実績 利用件数 210 202 222 203 213 　

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 1,851 2,029 2,207 2,385

実績 利用件数 1,634 1,673 1,789 1,863 1,955 　

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 2 2 2 2

実績 利用件数 - 1 1 0 3

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 3 3 4 4

実績 利用件数 - 1 2 2 1

身体の失われた部位や機能を補って日常生活を容易にするため、義
肢、装具、車いす、補聴器等の補装具の交付・修理にかかる費用を
助成します。

制度の変更などがなく利用が安定している。

在宅の主に重度身体障がい者等に対し、日常生活の便宜を図るた
め、特殊寝台、特殊マット等の障がい部位に応じた用具を給付しま
す。

近年、ストマ用具、紙おむつ。ネブライザー、重度障がい児のた
めの痰吸引器などの利用者が増えている。
対象品目の見直しを随時行っている。

在宅で療養している小児慢性特定疾患の患者に対して、日常生活で
必要に応じた用具を給付します。

痰吸引器やネブライザーの申請があった。医療機関等との連携を
行い迅速な支給決定を行った。

各年度実件数

各年度実件数

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽度難聴児の健全な発達を
支援するため、補聴器購入費用の一部を助成します。

利用希望者からの申請に対し迅速な支給決定を行った。

小児慢性特定疾病
日常生活用具

補装具費の支給

日常生活用具

難聴児補聴器

各年度実件数

各年度実件数

福

祉

用

具

の

支

給

等
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1-(8) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 216 216 216 216

実績 利用件数 216 197 267 219 285 　

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 45 48 51 54

実績 利用件数 39 42 43 42 39 　

聴覚障がい者の日常生活やコミュニケーションを円滑にするため、
また、中途失聴者、難聴者等が社会生活上必要な会合等に出席する
場合等に、円滑な意思の疎通を図るため、手話通訳者の派遣制度の
充実に努めます。

個人からの依頼は主に通院通訳で、利用が増える傾向にある。

聴覚障がい者の日常生活やコミュニケーションを円滑にするため、
また、中途失聴者、難聴者等が社会生活上必要な会合等に出席する
場合等に、円滑な意思の疎通を図るため、要約筆記者の派遣制度の
充実に努めます。

講演会などの行事への派遣であるため利用が安定している。

手話通訳者の派遣

要約筆記者の派遣

各年度実件数

各年度実件数

意

思

疎

通

支

援

事

業

等
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2-(1) 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 112 117 130 135

※月平均 実績 利用件数 0 53 86 93 94 　

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 66 70 74 77

実績 利用件数 0 55 67 76 89

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 1 2 2 3

実績 利用件数 0 1 0 1 0 　

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

予測 利用件数 1 1 2 3

実績 利用件数 0 0 0 0 0 　

障害福祉サービス等を利用する障がい者に対して、相談支援専門員
がサービス利用のための支援や調整を行い、サービス等利用計画等
を作成し、サービスの利用状況の検証や計画の見直し等を行いま
す。

障害福祉サービス利用者が増え、平成28年に相談支援事業所１
か所を指定し、必要なサービスを提供できた。

児童通所サービス利用者が増加するため、平成28年度に相談支
援事業所２か所を指定した。

施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行
した障がい者や地域生活が不安定な障がい者等に対し、常時の連絡
体制を確保し、障がい特性に起因して生じた緊急の事態等に相談支
援を行います。

利用希望者に対して、サービス等利用計画に基づきサービスを支
給する。

障がい者支援施設等の入所者や、精神病院に入院している精神障が
い者に対して、住居の確保やその他、地域生活に移行するための活
動に関する相談等を行います。

児童通所サービスを利用する障がい児に対して、相談支援専門員が
サービス利用のための支援や調整を行い、サービス等利用計画等を
作成し、サービスの利用状況の検証や計画の見直し等を行います。

地域定着支援

計画相談支援

児童相談支援

地域移行支援

各年度月平均

各年度月平均

各年度月平均

利用希望者に対して、サービス等利用計画に基づきサービスを支
給する。

各年度月平均

相

談

支

援
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